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（様式第６号）

個 別 経 営 体 用

所有権の移転を受ける者の農業経営の状況等

氏 名 又 は 名 称
営農計画書等

有 無 年齢

㎡) ㎡)
種 類 数 量

売 買 希 望 者 の 状 況 　① 認定農業者 　② 特定農業法人 　③ 基本構想水準到達者 　④ 認定新規就農者

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

所有権の移転等を受ける者の事業の状況所有権の移転等を受ける土地の面
積とその内訳

所有権の移転等を受ける者が耕作
又は養畜の事業に供している農用
地の面積とその内訳

所有権の移転等を受け
る者の主な家畜の飼育
状況

所有権の移転等を受け
る者の主な農機具の所
有の状況

事業の種類

※（Ａ）＝（ａ）＋（ｂ）＋（ｃ） ※（Ｂ）＝（ｄ）＋（ｅ）＋（ｆ）

　　主たる経営作目

種 類

基準面積識別経営類型

コンバイン 台

トラクター 台

　③ 野　菜 　④ その他 ( )

牛 頭

（  ）

数 量

　① 水　稲 　② 果　樹

乾燥機

田植え機 台

Ａ
　
の
　
内
　
訳

農　地
(ａ)

㎡)

Ｂ
　
の
　
内
　
訳

農　地
(ｄ)

㎡) 　　事業の実施状況及び事業計画

　 農　業 左記以外の事業
鶏

豚 頭

羽

台

２年前 万円

万円 ３年前 万円 その他
(　　　　　　 )実施状況

２年前 万円
(売上高)

その他
(　　　　　　 )

㎡)
採　草
放牧地

(ｅ) その他
(　　　　　　 )１年前 万円 １年前 万円

採　草
放牧地

(ｂ)
㎡)

３年前

２年目 万円 ２年目 万円

万円 その他
(　　　　　　 )

その他
(　　　　　　 )事業計画

㎡)
その他

(ｆ)
㎡)

初年度 万円 初年度

(売上高見込)
その他

(　　　　　　 )
その他

(　　　　　　 )３年目 万円 ３年目 万円

その他
(ｃ)



　
そ

（記載注意）

（1） （Ａ）欄から（Ｆ）欄のいずれかについて、営農計画書等で報告している場合は、直近のそれらを添付することで不足項目分のみの記載にかえることができる。

（2） （Ａ）欄は、同一公告に係る促進計画書中に複数の権利設定等がある場合には、それぞれを合算して面積を記載する。なお、「その他」には、混牧林地、農業用施設の用に供される土地、開発して農用地又は農業用施設の用
に供される土地とすることが適当な土地の別にその面積を記載する。

（3） （Ｂ）欄の基準面積とは、『公益社団法人新潟県農林公社特例事業規程』に定められた面積をいう。

人日

主として従事する者 人

その他の従事者

従としてに従事する者 人

（4） （Ｃ）欄の「賃借権の設定等を受ける者の主たる経営作目」欄に該当する作目がない場合は、「その他」に「養豚」、「養鶏」、「酪農」、「肉用牛」、「施設園芸」等を記載する。

（5） （Ｃ）欄の「農業」欄には、その経営体の農業（関連事業等を含む。以下「農業」という。）の売上高の合計を記載し、それ以外の事業の売上高については、「左記以外の事業」欄に記載する。また「１年前」から「３年前」の各欄に
は、その経営体の決算が確定している事業年度の売上高の促進計画の公告前３事業年度分をそれぞれ記載し（実績がない場合には「－」）、「初年度」から「３年目」の各欄には、権利設定等を受ける農用地等を耕作又は養畜
の事業に供することとなる日を含む事業年度を初年度とする３事業年度分の売上高の見込みをそれぞれ記載する。

（6） （Ｆ）欄の「主たる従事者」とは、自家農業労働日数が年間おおむね150日以上の者（自家農業労働日数が年間おおむね150日に達する者がいない場合は、その行う耕作又は養畜の事業に必要な行うべき農作業がある限りこれ
に従事する者）を、「その他の従事者」とは、主たる従事者以外でその農作業に従事する者をいう。

（Ｆ）

所有権の移転等を受ける者の世帯員の農作業従事及び雇用労働力の状況

農業従事者
雇用労働力
(年間延日数)

主たる従事者 人


